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ୈ�ষ
ඃ災࣏ࣗମ（ࢢொଜ）΁の

೚ظ෇৬һ೿ݣ

第̍ અ　೚ظ෇職員の࠾༻ɾ派遣
第̎ અ　ؠखݝ಺ࢢொଜ
第̏ અ　ٶ৓ݝ಺ࢢொ
第̐ અ　෱ౡݝ಺ࢢொଜ

෱ౡ޿ݝ໺町　ւ؛అ๷ͱ๷ࡂ྘஍（ฏ੒ 29年౓ࡱӨ）
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ୈ̍અɹ೚ظ෇৬һの࠾༻ɾ೿ݣ

̍ɹഎܠ
東日本大震災に伴う津波等により甚大な被害を受けた沿岸部を中心に、各市町村では技術系職員の大幅な不

足が予想されていたが、都においても、今後想定される首都直下地震等へ備えるため、「高度防災都市の実現」
に向けての対応が急がれることなどから、現役の技術系職員を大量に派遣することは極めて困難な状況にあっ
た。

こうしたことから、現役職員の派遣を増やすことなく、被災自治体の派遣ニーズに適合した人材を派遣でき
ないかどうか検討を進め、行政や民間での経験のある人材を「任期付職員」として採用し、被災市町村に長期
に派遣するという新たなスキーム「任期付職員制度を活用した被災地への職員派遣」を、全国に先駆けて導入
することとした。

̎ɹ಺༰
行政経験者や民間経験者を「一般任期付職員」として都で採用の上、地方自治法に基づき、福島県、宮城県、

岩手県の被災市町村に派遣し、土木工事及び建築工事に係る発注、積算、工事監督、土地区画整理事業等の業
務に従事する。

̏ɹ࣮੷
任　期 平成 24年９月１日から平成 25年８月 31日まで（１年間）※

派遣者数 47人（岩手県 14人、宮城県 20人、福島県 13人）※

延べ人数 182人（岩手県 56人、宮城県 73人、福島県 53人）

新ɺฏ੒29年８月31೔ͰऴྃߋΛظ௕５年ͷൣғ内Ͱ೚࠷೔͔Β༺࠾˞
˞ฏ੒24年̕月࣌༺࠾఺

・派遣人数の推移
2012.9.1 2013.4.1 2013.9.1 2014.1.1 2014.7.1 2014.8.1 2014.9.1 2015.3.1 2015.4.1 2015.9.1 2015.11.1 2016.4.1 2016.8.1 2016.9.1 2017.4.1 2017.7.1

岩
手
県

岩手県庁 1 1 1 1 1

大船渡市 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 3 3

大槌町 7 6 4 4 3 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

野田村 3 3 3 3 3 3 4 4 4 4 4 2 2 2 2 2

陸前高田市 2 2 2 1

宮
城
県

気仙沼市 15 15 14 14 14 14 13 13 11 7 7 4 4 4 1 1

南三陸町 5 5 5 4 4 3 4 4 4 3 3 2 2 2 2 2

山元町 1 1 1 1 1

福
島
県

いわき市 6 6 6 6 6 S 5 4 4 3 3 3 3 2 2 2

鏡石町 2 2 2 2 2 2 2 2 1 1

古殿町 1 1 1 1 1 1

広野町 3 3 3 2 2 3 2 2 2 2 2 2 2 1 1 1

楢葉町 1 2 2 2 2 2 1 1 1 2 2 2 1

浪江町 1 1 2 2 2 2 2 2

飯舘村 1 1 1 1 1

計 47 47 44 42 41 40 37 36 34 30 30 28 27 24 18 17
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長年の経験を生かし、土地区画整理事業における事業計画の策定、地権者との交渉など、復興事業の即戦力
として最前線で大きく貢献した。また、これまでの経験や技術力をもとに、被災市町村の若手職員に事業推進
に係るノウハウを伝授するなど、被災地の技術力の底上げにも寄与した。

̐ɹ՝୊
平均年齢 57.1 歳（採用当時）と比較的年齢が高い職員が多く、慣れない環境下において本人や家族の健康

状況に支障が生じるケースもあったため、現地事務所による定期的なヒアリング等を通じて、健康状況等の把
握に努めるなど、健康管理に留意する必要があった。

೚ظ෇৬һͷग़ਞ式（ฏ੒ 24年̕月 14೔）

　震災直後の応急対応期から本格的な復旧・復興期に移行していく過程において、被災自治体で決定的な技術職
員数の不足が大きな課題となり、災害公営住宅の建設、道路・下水道の復旧等の設計・工事監督・土地区画整理
事業等を担える人材の確保が喫緊の課題となっていた。
　これまで相当な規模で被災自治体への技術職員派遣を実施してきたところであったが、都政における課題も喫
緊の対応が求められている中、更なる現有の技術職員の派遣は、極めて厳しい状況にあった。
　被災自治体では相当数の即戦力人材を求めており、被災地の復旧・復興を考えると、次年度の採用試験の時期
まで待つことなど到底できず、一刻も早い対応が何よりも必要であったことから、昼夜を問わず対応策の検討を
重ねた。
　その結果、豊富な知識・経験を持つ行政や建設会社のOB等を「任期付職員」として採用し、「自治法派遣」の
形で被災地へ派遣するスキームへと辿り着いた。
　しかしながら、既存の「任期付職員制度」の枠組みの中で、被災地の復旧・復興を主たる業務内容とすること、
都外に勤務することなどが、法的に成り立ちうるものなのかが大きな壁となった。
　これについて、所管省庁である総務省に対し、被災自治体の困難な状況を説明するとともに、法律上は想定さ
れていないとしても、明確に禁止されていない以上、都の説明責任の範囲内においてやらせてもらいたい旨を伝え、
被災自治体の決定的な人材不足を補う方策について、何としても東京が突破口を切り開くとの使命感を抱え、説
得を進めた。
　こうした思いが通じたのか、総務省からは２週間という異例の速さで「問題なし」との回答を受けるとともに、
これに加えて総務省は全国の地方公共団体宛てに通知を出し、「任期付職員制度により採用した職員を被災自治体
に派遣することも考えられる」との見解を発信するなど、都の取組を後押ししてくれた。
　採用に当たっては、建設会社で長年活躍した後に定年退職された方など、被災地の復興のために貢献したいと
いう熱い思いを持った多くの方が応募してくれるなど、新たな枠組みを作った意味を実感することができた。

୲౰ऀίϝンτ
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ୈ̎અɹؠखݝ಺ࢢொଜ

̍ɹ大ધ౉ࢢ
大船渡市は、津波により、市営 16 漁港の全てが壊滅的な被害を受けた。漁業活動の一日も早い再開に向け、

被災直後の応急復旧から始まり、漁港施設及び海岸保全施設は災害復旧事業により整備を進めてきた。
都は、平成 24 年９月から平成 29 年８月にかけて、農林水産部水産課に任期付職員を派遣し、震災により

崩壊、欠損、流失などの被害を受けた、泊里漁港、碁石漁港をはじめとした漁港施設の設計、積算、発注、施
工管理などを担当した。

・派遣職員数

年　度 H24 H25 H26 H27 H28 H29

派遣人数 ４ ４ ４ ４ ４ ３

˞೿ݣ৬һ਺͸֤年౓̕月１೔࣌఺（ฏ੒ 29年౓͸８月຤࣌఺）

̎ɹ大Ṁொ
大槌町の復興計画における各復興事業は、①土地区画整理事業（４地区　52.7ha　町方、安渡、赤浜及び

吉里吉里）、②防災集団移転促進事業（６地区　移転元 60.4ha　移転先 30.1ha　町方、小枕・伸松、安渡、
赤浜、吉里吉里及び浪板）、③漁業集落防災機能強化事業（１地区　2.3ha　浪板地区）、④津波復興拠点整備
事業（２地区　24.0ha　町方及び安渡）⑤災害公営住宅整備事業（916 戸計画）となっていた。

ധཬߓړ復چঢ়گ（ฏ੒29年̒月）ധཬߓړඃࡂঢ়گ（ฏ੒ 23年４月）

町ಓখṁ線ಓ࿏վྑࣄ޻
（目ظ１）区޻લɿ１ɺ̎޻ࢪ （目ظ１）区޻ɿ１ɺ̎ޙ޻ࢪ
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都は、平成 24 年９月から平成 29 年８月にかけて、復興局環境整備課、復興局復興推進課等に任期付職員
を派遣した。都市計画マスタープランの作成や町道小鎚線道路改良工事、町道大ヶ口線大柾橋架替工事などを
担当した。

・派遣職員数

年　度 H24 H25 H26 H27 H28 H29

派遣人数 ７ ４ ２ ２ ２ ２

˞೿ݣ৬һ਺͸֤年౓̕月１೔࣌఺（ฏ੒ 29年౓͸８月຤࣌఺）

̏ɹ໺ాଜ
野田村は、最大約 18m の津波が襲来し、住家の約３分の１が被害を受けるとともに、漁業や商工業などが

甚大な被害を受けた。その後、「野田村東日本大震災津波復興計画」（平成 23 年 11 月）及び「野田村復興む
らづくり計画」（平成 25 年４月）を策定し、これらの計画に基づき、復興事業を進めてきた。

都は、平成 24 年４月から平成 29 年８月にかけて、復興むらづくり推進課、地域整備課等に任期付職員を
派遣した。復興むらづくり推進課では、城内地区津波復興土地区画整理事業や、防災まちづくりの一環として、
津波防災を目的としたポケット状の都市公園を計画する十府ヶ浦公園整備工事などを担当した。また、地域整
備課では、道路新設、避難道路の整備、港湾・橋梁長寿命化計画に則った橋梁の補修工事などを担当した。

・派遣職員数

年度 H24 H25 H26 H27 H28 H29

派遣人数 ３ ３ ４ ４ ２ ２

˞೿ݣ৬һ਺͸֤年౓̕月１೔࣌఺（ฏ੒ 29年౓͸８月຤࣌఺）

Լ҆Ոڮ復ࣄ޻چ

ࣄ޻ফ๷ॺ໺ా෼ॺ新ங࣊ٱ
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̐ɹ཮લࢢాߴ
陸前高田市は、津波により半数以上の世帯が被害を受け、被害を受けた世帯のほとんどが全壊した。また、

市庁舎、中央公民館をはじめとする公共施設や海岸防潮堤にも被害が及んだ。市は、平成 23 年 12 月に震災
復興計画を策定し、本計画に基づき、復興に向けた取組を進めてきた。

都は、平成 28 年４月から平成 29 年８月にかけて、建設部建設課に任期付職員を派遣し、派遣先では、道
路施設復旧、道路・街路新設に係る工事設計・積算、市営施設の建築工事設計、施工管理等の業務を担当した。

・派遣職員数

年　度 H28 H29

派遣人数 ２ １

˞೿ݣ৬һ਺͸֤年౓̕月１೔࣌఺（ฏ੒ 29年౓͸４月１೔࣌఺）

଄੒͕ࣄ޻ਐΉ཮લాߴ市ాߴ஍区（ฏ੒ 28年８月）

଄੒͕ࣄ޻ਐΉ཮લాߴ市ࠓઘ஍区（ฏ੒ 28年౓）
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̍ɹؾઋপࢢ
気仙沼市では、津波が沿岸地域を襲い、併せて大規模火災等も発生するなど、未曽有の災害となった。気仙

沼市は、平成 23 年 10 月には、「気仙沼市震災復興計画」を策定し、復興に向けた取組を進めてきた。
都は、平成 24 年９月から平成 29 年８月にかけて、防災集団移転課、建築住宅課等に任期付職員を派遣した。

防災集団移転課では、点在する小さな集落をそれぞれの防災に有利な高台に移転する事業である、防災集団移
転の推進を担当した。また、建築住宅課では、災害公営住宅の整備や、住宅再建された方への住宅ローン・移
転費などの補助金支給を行う住宅支援事業を担当した。

・派遣職員数

年　度 H24 H25 H26 H27 H28 H29

派遣人数 15 14 13 ７ ４ １

˞೿ݣ৬һ਺͸֤年౓̕月１೔࣌఺（ฏ੒ 29年౓͸８月຤࣌఺）

̎ɹೆࡾ཮ொ
南三陸町は、巨大な津波により浸水深が最大 20m を超えるなど、海岸沿いの低地にある市街地や集落、農

地などはほぼ浸水し、家屋や漁船なども流出した。また、低地にあった公共施設もほぼ流出し、行政機能は一
時的に麻痺した。

こうした中、都は、平成 24 年９月から
平成 29 年８月にかけて、復興事業推進課、
建設課等に任期付職員を派遣した。

復興事業推進課では、震災において住宅
を失い自力では住宅再建が難しい方々のた
め、災害公営住宅の整備及び入居仮申込み
の受付等を担当した。また、建設課では、「南
三陸町新庁舎建設事業」において計画調整、
工事発注、現場監理調整等を行うとともに、

「南三陸町公共施設等総合管理計画」の策
定などに取り組んだ。

຀୔ެ֐ࡂӦॅ୐（׬੒࣌）ެ֐ࡂӦॅ୐຀୔஍区ͷ଄੒ࣄ޻

ೆࡾ཮町　本庁ࣷ（ฏ੒ 29年׬੒）

ୈ̏અɹٶ৓ݝ಺ࢢொ
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・派遣職員数

年　度 H24 H25 H26 H27 H28 H29

派遣人数 ５ ５ ４ ３ ２ ２

˞೿ݣ৬һ਺͸֤年౓̕月１೔࣌఺（ฏ੒ 29年౓͸８月຤࣌఺）

̏ɹݩࢁொ
山元町は、若者からお年寄りまで全ての世代が便利で快適に暮らせるようなコンパクトシティ構想の下、震

災時に分散していた沿岸部の既存集落を JR 常磐線の新駅を中心とした３つの新市街地（新山下駅周辺地区、
新坂元駅周辺地区及び宮城病院周辺地区）に集約し、津波復興拠点整備事業、防災集団移転促進事業及び災害
公営住宅整備事業を行った。３地区の造成は平成 28 年 12 月で全て完了した。

都は、平成 28 年４月から平成 29 年８月にかけて、震災復興整備課及びまちづくり整備課に任期付職員１
名を派遣し、住民の避難路である町道浅生原笠野線の道路改良工事などを担当した。

・派遣職員数

年　度 H28 H29

派遣人数 １ １

˞೿ݣ৬һ਺͸֤年౓̕月１೔࣌఺（ฏ੒ 29年౓͸８月຤࣌఺）

લ（ฏ੒޻ணࣄ޻໺線ּݪ町ಓઙੜ（࣌電பҠઃ）தࣄ޻ 28年౓） 町ಓઙੜּݪ໺線׬ࣄ޻੒（ฏ੒ 28年౓）

新市֗஍
ͭ͹Ίͷై஍区 新ݩࡔӺपล஍区
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̍ɹいΘ͖ࢢ
福島県の「浜通り」（阿武隈高地から東側の太平洋側沿岸の地域）南端に位置するいわき市（人口約 33 万人）

は約 60㎞の海岸線を有しており、地震による津波が沿岸部全体に押し寄せ、甚大な被害をもたらした。
こうした中、一日も早い津波被災者の応急仮設住宅・借上げ住宅での生活からの移行に向け、いわき市は、

16 団地、約 1,500 戸の災害公営住宅の建設計画を策定し、事業を本格的に進めようとしていた。
都は、この取組を支援するため、平成 24 年９月から１級建築士の資格をもつ建築職の任期付職員６名を土

木部営繕課に派遣した。
都職員は、災害公営住宅の団地計画・住戸計画から実施設計、発注、工事監理を一貫して担い、被災者の早

ബү஍区　イϝʔδύʔε

ബү஍区ࣄ޻౳ঢ়گ（ฏ੒ 27年 9月）͍Θ͖市ެ֐ࡂӦॅ୐Ґஔਤ

ਅۭࣸߤ　ࣄ޻Ӧॅ୐খ໊඿ஂ஍新ஙެ֐ࡂΓͷՖஃ࡞Ӧॅ୐ʹखެ֐ࡂ

ୈ̐અɹ෱ౡݝ಺ࢢொଜ
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期入居に寄与した。また、増大する復興需要に伴う施工業者、職人の不足により、災害公営住宅の建設は工期
の延長や工事費の高騰によるインフレ条項適用のリスクがあった中、RC 建築物の従来工法をとりやめ、確実
に工期短縮となる壁式プレキャストコンクリート工法の採用を提案、それが取り入れられたこともあり、平成
27 年度には全ての団地が完成し、入居が完了した。

都市建設部都市復興推進課では、いわき市の復興事業の柱の一つである震災復興土地区画整理事業（６区画、
約 150ha）にも携わった。津波被害により市内全体数の約３分の２の死者を出した薄磯、豊間の両地区にお
いて、区画整理、津波から市街地を守る多重防御堤の形成、高台住宅地の整備などに取り組んだ。

・派遣職員数

年度 H24 H25 H26 H27 H28 H29

派遣人数 ６ ６ ５ ３ ２ ２

˞೿ݣ৬һ਺͸֤年౓̕月１೔࣌఺（ฏ੒ 29年౓͸８月຤࣌఺）

̎ɹڸੴொ
福島県「中通り」の中央南部に位置する人口１万２千人強の鏡石町は、東日本大震災により震度６強を記録

し、軽症者 2 名を除き人的被害はなかったものの、被災世帯の割合は全体の約 3 分の２に及んだ。また、道路、
上下水道等のインフラ、学校、公園等の公共施設、農林業土木施設など、広範囲にわたり大きく被災した。

こうした中、鏡石町では災害復旧業務における技術系職員が不足していたため、都は、平成 24 年９月から
平成 27 年 10 月まで、都市建設課に任期付職員を派遣し、災害復旧業務の概ねの完了を見届けた。

都市建設課では、主に道路・河川整備、田畑の地割れや法面崩壊等の農林業土木施設の復旧を担当した。その他、
除染業務の発注と施工管理、災害公営住宅の建設工事、公園遊具設置工事など多岐にわたり業務を担当した。

●�　災害公営住宅の完成を航空写真で見たとき、まるでパース（絵）のようで不思議な感覚であったが、団地へ
の入居が始まり子供の声が聞こえ、移動商店の車に主婦が集まっている様子を見たとき、そこに生活を感じら
れることに安堵の気持ちを持った、という職員の率直な気持ちの報告があった。

●�　現地で見た復興の推移についての実感として、「津波で壊滅した地区が基盤整備後に再び活気が戻り、また、
落ち着いて生活が営める地区として再生させるためには、多くの関係者の努力の積み重ねと時間が必要である。
しかし時間がかかると地区再生に到達する前に、地区が衰退の道を歩むというジレンマがある。」という報告が
職員からなされた。
　また、「復旧・復興事業」が完了すれば復興が完結するわけではないことを誰もが知っている、という思いも
聞かれた。

೿ݣ৬һͷ੠

ಓ࿏ͷ復چɾ׬੒　ڸੴ ੴڸ　લ޻ࢪɾچ区ಓ࿏ͷ復޻5 区޻5
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・派遣職員数

年　度 H24 H25 H26 H27

派遣人数 ２ ２ ２ １

˞೿ݣ৬һ਺͸֤年౓̕月１೔࣌఺

ଆߔআછ（ߴѹਫચড়）আછഇغ෺Ծஔ͖৔ͷઃஔঢ়گ

（পެԂ࣌Ԃɺ͔͛পެԂɺෆެࢁݟΒௗ͔ࠨ）۩੒ͨ͠ެԂ༡׬

๏໘ٴͼഉਫ࿏म復ޙྃ׬　ࣄ޻๏໘ٴͼഉਫ࿏म復ࣄ޻　ண޻લ

　初めての土地で、町の地名がほとんどわからず工事現場に出向くのに迷いながらたどり着いたり、住民からの
電話対応に言葉が理解できず、返事に窮する場面もあった。そのような中でも、「遠方から派遣され、慣れない生
活環境の中で、鏡石町の復旧・復興のために働いてくれてありがとう」という住民からの言葉で、自分の業務に
やりがいを感じ任務を全うできたという報告が派遣職員からは聞かれた。

೿ݣ৬һͷ੠
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̏ɹݹ఼ொ
福島県を通じて古殿町から、福島第一原子力発電所の事故により新たに生じた放射能汚染対策に係る支援要

請を受け、都は、平成 25 年９月から 26 年８月までの２年間、古殿町に職員を派遣した。同町は、福島県「中
通り」の南東部に位置し、石川郡に属する人口約 4,800 人の町である。

都職員は生活福祉課に配属となり、放射能に汚染された土壌等を一時的に保管する仮置場の造成工事監督、
汚染された土壌等を入れたフレキシブルコンテナの仮置場への搬入、仮置場において放射能汚染物質を保管す
るパイプハウス等設置工事の設計積算を担当した。

また、国が示した空間線量基準値を超える住宅地の宅地除染作業の積算・発注業務、業務の監督などの除染
事業を行った。

・派遣職員数

年　度 H24 H25

派遣人数 １ １

˞೿ݣ৬һ਺͸֤年౓̕月１೔࣌఺

̐ɹ޿໺ொ
広野町は福島県の「浜通り」の双葉郡最南端に位置する、人口約 5,400 人の町である。福島第一原子力発

電所の事故による「原子力緊急事態宣言」の発令に伴い、避難指示が出された区域に隣接しているため、緊急
時避難準備区域に位置付けられた。

住民の安全、安心のため全町避難が行われたが、平成 24 年３月 31 日に避難指示が解除され、他町村に先
がけて帰還が開始された。

また、全町避難中の平成 23 年 12 月に「広野町除染計画」を策定し、避難指示解除と同時に除染を開始した。
都は、広野町の要請に基づき除染対策を支援するため、平成 24 年９月から建設課除染対策グループ（のち

に放射線対策課に再編）に３名の土木技術職の任期付職員を派遣し、一般家屋、公共施設などの屋根や壁の高
圧水洗浄、雨樋の清掃、敷地の表土除去・客土、除草等の工事の設計、積算、工事監督などを担った。また、
除染計画の策定・放射線低減対策の総合調整・環境放射線量の測定等の放射線対策業務に携わった。

平成 26 年４月からは、復興事業の企画、計画から建設までを担当する復興企画課に職員１名が配属になり、
道路・下水道・用地造成などのインフラ施設の設計、工事監督のほか、付随業務を広く担当した。

আછഇغ෺Ծஔ৔（ฏ੒ 25年）ݹ఼ീ഼ਆ社ͱݹ఼町イϝʔδΩϟϥΫλʔ΍Ϳ͞Ί͘Μ
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・派遣職員数

年　度 H24 H25 H26 H27 H28 H29

派遣人数 ３ ２ ２ ２ １ １

˞೿ݣ৬һ਺͸֤年౓̕月１೔࣌఺（ฏ੒ 29年౓͸８月຤࣌఺）

表౔͖͢औΓՈ԰ͷߴ所ंۀ࡞ʹΑΔߴѹચড়

৿ྛআ૲ɺଯੵ෺আڈআછഇغ෺Ծஔ৔　্部ʹͯ

ಉࠨ　ฏ੒ 27年 11月࣌఺ͷ੔උঢ়޿گ໺Ӻ東ଆ։発޻ࢪલ

●�　派遣開始当初に除染対策に携わった職員からは、事業の進捗とともに住民からの相談・要望が寄せられ、苦労も
多いが住民目線で物ごとを解決していくことにやりがいを感じ、仕事の原動力になったという声が聞かれた。

●�　発災当時の大混乱から一刻も早く元に戻りたいという思いから、インフラ施設の整備を急ぐことは十分理解でき
るが、日本社会の高齢化、人口減少、地方の過疎化などの社会現象を踏まえたうえで、復旧と復興の区別を明確に
し、それぞれ個別に計画を策定しておく必要があると感じたという報告もあった。

೿ݣ৬һͷ੠
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̑ɹṘ༿ொ
福島県「浜通り」南部に位置する楢葉町（令和５年１月 31 日現在　町内居住者数約 4,300 人）は、事故

のあった福島第一原子力発電所から 20 キロ圏内にあり、事故直後に警戒区域に指定された。平成 24 年８月
には、避難指示解除準備区域に指定されたことから、同町は、環境省による除染作業、インフラ復旧、生活関
連サービスの確保等の状況を踏まえ、住民の帰町に向けた検討を進めていた。

同町では、原発被害のほか、地震と津波により、町内の小中学校、公民館、総合グラウンド等の学校教育施
設や文化施設、スポーツ施設も大きな被害を受けた。

こうした中、町民の帰町の時期を伺いつつ、被災施設の復旧工事を進めていた楢葉町を支援するため、都は、
平成 24 年９月から平成 28 年８月にかけて、教育委員会教育総務課、建設課に任期付職員を派遣した。

教育総務課では、小学校や中学校など、教育委員会が所管する施設の災害復旧（災害状況調査、災害復旧設
計及び工事監督など）に携わった。

建設課では、災害公営住宅整備事業に係る設計・施工管理業務を担当した。

・派遣職員数

年　度 H24 H25 H26 H27

派遣人数 １ ２ １ ２

˞೿ݣ৬һ਺͸֤年౓̕月１೔࣌఺

̒ɹ࿘ߐொ
福島県「浜通り」の北部に位置する浪江町は、東日本大震災の津波により請戸地区を中心とする沿岸部の約

6㎞2 が浸水し、多くの家屋が流出し、沢山の方が犠牲となった。また福島第一原子力発電所の事故により、
全町民が避難を余儀なくされた。

震災前に 21,500 人いた浪江町民は、令和４年９月現在、住民登録数は 15,750 人、居住者は約 1,900 人
であり、町の面積の大半は帰還困難区域で立ち入りが制限されている。

平成29年３月31日に一部地域の避難指示が解除される想定の下、住民の帰還準備、帰還促進に向けた復旧・
復興を支援するため、都は、浪江町からの支援要請を受け、平成 27 年４月から任期付職員を派遣した。

都職員は、復旧事業課、産業振興課等に配属され、主として農業集落排水災害復旧事業、ため池・水路災害
復旧事業を担当した。

平成 28 年 11 月からは、まちづくり整備課にも都職員が配属され、町道の新設・改良に携わり、請戸漁港

Ṙ༿町ެ֐ࡂӦॅ୐（γ΢ਆॅࢁ୐）総߹άϥ΢ンυ๏໘復ࣄ޻چ（ฏ੒ 26年౰࣌）
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や津波被災地区に計画された復興関連施設と国道６号を連絡する３路線と１橋梁を担当した。
それらの道路は、避難指示が解除された地区にある防災集団移転促進住宅等から国道など幹線道路へのアク

セス道路として機能するものであり、帰還した住民の生活利便性の向上に寄与した。

・派遣職員数

年　度 H27 H28 H29

派遣人数 １ １ ２

˞೿ݣ৬һ਺͸֤年౓̕月１೔࣌఺（ฏ੒ 29年౓͸８月຤࣌఺）

࿘ߐ町区Ҭ࠶編ਤ

೶ۀ集མഉਫ（Լਫಓ）復چ（͔ࠨΒண޻લɺڎ؅෍ઃସ͑ɺྃ׬ࣄ޻）
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̓ɹ൧ؘଜ
「浜通り」に位置し、相馬郡に属する飯舘村（令和

５年１月１日現在　村内居住者数約 1,500 人）は、
福島第一原子力発電所の事故により全村避難が続いて
いたが、一部地域を除き平成 29 年３月末で避難指示
が解除された。

都は、避難指示解除に向けてインフラの整備等を進
めていた飯舘村からの要請を踏まえ、平成 27 年９月
から任期付職員の派遣を開始し、建設課において、道
路、上下水道等の災害復旧に係る設計、監督等の業務
を担当した。

・派遣職員数

年　度 H27 H28

派遣人数 １ １

˞೿ݣ৬һ਺͸֤年౓̕月１೔࣌఺

ਫ࿏復͔ࠨ　　چΒண޻લɺ๏໘ੵϒϩοΫ復چɺྃ׬ࣄ޻

●�　生活インフラである農業集落排水（下水道）を完成させたことも一つの理由となって、平成 28年 9月に実施
された避難町民を対象とした特例宿泊が国に認められ、平成 29年 3月の避難指示解除につながったと所属の上
司から聞かされ、頑張ってやってきたことを心からよかったと思った、との報告が職員からなされた。

●�　全町避難が続いていた町で闊歩する猪と 3回遭遇し、そのうち一回は車とぶつかりそうになった。実際に、
生活の場の近くなどで多くの野生動物に遭遇し、道路では事故による動物の死骸を度々見るとともに、避難し
た住宅を動物が荒らすニュースに接し、原発災害の影響は人間だけではないと思った、との感想も職員から聞
かれた。

೿ݣ৬һͷ੠

൧ؘଜ໾৔
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